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第 １ 分 科 会（Ｎｏ.７） 

１ 日  時   令和５年９月２５日（月） 

         午後０時５９分 開会 

午後２時５８分 閉会 

２ 場  所   第６委員会室 

３ 出席委員（１９人）

主   査  大 石 正 信   副 主 査  三 宅 まゆみ 

委   員  佐 藤 栄 作   委   員  田 中   元 

委   員  吉 田 幸 正   委   員  村 上 幸 一 

委   員  戸 町 武 弘   委   員  香 月 耕 治 

委    員  渡 辺 修 一   委   員  渡 辺   徹 

委   員  成 重 正 丈   委   員  岡 本 義 之 

委   員  世 良 俊 明   委   員  奥 村 直 樹 

委    員  高 橋   都   委   員  篠 原 研 治 

委   員  井 上 純 子   委   員  村 上 さとこ 

委   員  本 田 一 郎 

（委 員 長  村 上 直 樹   副 委 員 長  泉   日出夫） 

４ 欠席委員（０人）

５ 出席説明員 

市 長  武 内 和 久   市政変革推進室長  白 石 慎 一 

デジタル政策監  三 浦 隆 宏   広 報 室 長  岩 村 恭 代 

   企画調整局長  柏 井 宏 之   総 務 局 長  田 中 規 雄

   財 政 局 長  上 田 紘 嗣   産業経済局長  池 永 紳 也 

企業立地・農林水産担当理事  小 石 富美恵 港湾空港局長  佐 溝 圭太郎

            外 関係職員 

６ 事務局職員 

   委 員 係 長  伊 藤 大 志   委員会担当係長  松 永 知 子
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７ 付議事件及び会議結果

番号 付   議   事   件 会 議 結 果 

１ 
議案第121号 令和４年度北九州市一般会計決算につい

てのうち所管分 

議案について市長質疑を

行った。 

２ 
議案第124号 令和４年度北九州市卸売市場特別会計決

算について 

３ 
議案第125号 令和４年度北九州市渡船特別会計決算に

ついて 

４ 
議案第128号 令和４年度北九州市港湾整備特別会計決

算について 

５ 
議案第129号 令和４年度北九州市公債償還特別会計決

算について 

６ 
議案第131号 令和４年度北九州市土地取得特別会計決

算についてのうち所管分 

７ 
議案第134号 令和４年度北九州市産業用地整備特別会

計決算について 

８ 
議案第135号 令和４年度北九州市漁業集落排水特別会

計決算について 

９ 
議案第137号 令和４年度北九州市空港関連用地整備特

別会計決算について 

１０
議案第139号 令和４年度北九州市臨海部産業用地貸付

特別会計決算について 

１１
議案第141号 令和４年度北九州市市民太陽光発電所特

別会計決算について 

１２
議案第148号 令和４年度北九州市公営競技事業会計に

係る利益の処分及び決算について 

８ 会議の経過 

○主査（大石正信君）それでは、開会いたします。

 議案第121号のうち所管分、124号、125号、128号、129号、131号のうち所管分、134号、135

号、137号、139号、141号及び148号の以上12件を一括して議題といたします。 

 ただいまから市長質疑を行います。 

 質疑時間は２時間程度となっております。質疑の持ち時間は、所属議員４人以上の会派は23

分とし、その他の会派はそれぞれ７分とします。質疑は大会派順に行います。なお、答弁は着
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席のまま受けます。 

 それでは、質疑に入ります。自民党・無所属の会、戸町委員。

○委員（戸町武弘君）それでは、地域未来投資促進法を活用した産業用地開発について質問い

たします。 

 本年３月、北九州空港の滑走路延伸3,000メートル化の事業が採択され、令和９年に完成する

ことが公表されました。この機能強化により、北九州空港が本市の産業・物流拠点としてさら

に飛躍するものと大いに期待をしています。 

 しかし、北九州空港周辺は、物流や産業の活性化に使える用地が不足しています。今後、北

九州空港を核に半導体産業や、ＥＶ等の次世代自動車産業、そして、先進的な物流施設といっ

た本市の未来につながる産業を誘致、発展させようとしても、先立つ土地がない状況です。 

 そこで、農地を活用していくことも視野に入れて、土地の確保を積極的に進めるべきと考え

ています。しかし、農地活用といっても、農地法等により農地の転用には高いハードルがあり

ます。さらに、福岡県が作成している地域未来投資促進法の基本計画では、この制度を活用で

きる事業分野に、自動車、航空機、ロボット、半導体などは入っていますが、物流関連産業は

入っていません。 

 現在、九州地域では半導体関連産業を中心に大規模な設備投資が続いています。今後、これ

らの産業からの物流需要の増加も大いに見込まれ、これらを取り込んでいくべきですが、市内

に物流施設の立地に適した土地がなければ、今後こうしたチャンスを取り逃がすことになりま

す。 

 このため、地域未来投資促進法の農地転用制度を活用した産業用地開発が可能になるように、

福岡県が策定している基本計画に物流関連分野を追加するよう、福岡県に働きかけるべきと考

えますが、武内市長の見解を聞きます。

○主査（大石正信君）吉田委員。

○委員（吉田幸正君）吉田幸正であります。戦略的広報の新たな取組の必要性についてお尋ね

させていただきます。 

 本市は、知名度向上や新しいイメージ構築を目指し、戦略的広報の強化を掲げ、クリエーテ

ィブディレクターを登用したり、本市公式ＬＩＮＥを用いたりと、ＳＮＳ等様々な取組を行っ

たことで、随分知名度は向上してきたと感じます。 

しかしながら、決算特別委員会での議案審査において、数字上はまだまだ認知されていない

と報告もありました。全国や国外はもちろん、この町の市民の方々に対しても、イベント情報

や町のニュースなど、知りたい、また、提供したい情報が十分に届いていない状況であると感

じており、今後新たな手法が不可欠であると考えています。 

 そこで、２点お伺いいたします。 
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 １点目に、知名度の向上や新しいイメージの構築に向け、戦略的広報の新たな取組が必要と

考えますが、その見解をお伺いいたします。 

 ２点目に、欲しい情報を発信する本市公式ＬＩＮＥは、システム上、他都市と比較して見劣

りしませんが、福岡市では登録者数が約190万人であるのに対し、本市では約７万人と振るいま

せん。 

 そこで、本市公式ＬＩＮＥ登録者の増加に向けて今後どのように取り組んでいくのか、見解

をお伺いいたします。以上です。 

○主査（大石正信君）市長。

○市長 それでは、まず戸町武弘委員からの地域未来投資促進法を活用した産業用地開発につ

いてのお尋ねがございました。 

 地域未来投資促進法は、地域経済の発展の基盤強化を図ることを目的としており、その中で

企業誘致に取り組む地方公共団体への支援として、農地の産業用地への転用に関する規制緩和

の措置が設けられているところです。 

 具体的には、都道府県ごとに規制緩和の対象となる産業を基本計画に定め、その産業分野の

企業が進出する場合、通常では産業用地への転用が認められない農用地区域や、第一種農地に

ついても転用を可能とするものでございます。この規制緩和となる産業については、福岡県の

場合、半導体や自動車など８つの分野を対象としており、物流関連は対象外となっております。 

 委員御指摘のとおり、九州では半導体関連産業への大型投資が続いており、今後関連する製

品等の輸送需要の増加が見込まれます。これらの新しい荷の流れを北九州市に呼び込むために

も、先進的物流施設が必要であり、地域未来投資促進法の緩和制度による用地の創出は有効と

考えます。こうしたことから、福岡県が令和６年度に予定している次期基本計画の策定に合わ

せて、物流関連分野が追加されるよう、既に協議を進めているところでございます。 

 地域未来投資促進法を活用した農地の産業用地への転用は、産業用地創出の先進的な手法で

あり、こうした取組に挑戦することで競争力のある産業用地を生み出し、新たな荷の流れを呼

び込む物流拠点の形成を進めてまいります。 

 次に、吉田幸正委員から、戦略的広報の新たな取組についてのお尋ねがございました。 

 戦略的広報、これは極めて大事だと私も考えております。北九州市が持つ多彩な魅力やポテ

ンシャルを多くの方に知っていただくとともに、知名度やイメージの向上を図るためには、継

続的かつ効果的な情報発信が重要でございます。このため、目的やターゲットを明確にし、最

適なメディアで発信するなど戦略的な広報に取り組んでいるところでございますが、例えばバ

リエーション豊かな日本一の夜景や、都心でありながら豊かな自然の中でレジャーが楽しめる

アーバンアウトドア等を切り口として、ＳＮＳや情報誌などを活用し、ＰＲを展開してきまし

た。 
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 情報を取られる方のセグメントといいますか、層もいろいろでございますので、例えばこの

間は東京で大学生たちに北九州のことを勉強してもらって、それでどの辺をつまんだら魅力的

かと、こういうことも一緒に考えて、それを形にすると、そのようなワークショップみたいな

ものを開催しております。 

 また、来年２月には、地球の歩き方が全国初の市版として発行される予定であり、知名度を

高める絶好の機会と捉えております。御案内のとおりブラタモリも決まりましたし、大きなイ

ンパクトがあるものと思います。 

 一方、私自身、北九州市が情報発信に課題を抱えてきたことは認識をしております。顔が見

えない、動きが見えない、まだまだ負のイメージがある、こういうことを耳にすることもやは

りあります。このため、市長就任後、日頃の出来事をＳＮＳを活用して即時発信というのに心

がけておりましたり、また、ライブ配信にした定例会見では、フリップを使い、分かりやすく

説明するなど、効果的かつインパクトのある情報発信に努めるとともに、市の職員にも情報発

信の重要性、これを事あるごとに伝えているところでございます。 

 今後さらに新たなビジョンの中で示す町の将来像、これを分かりやすく伝えて、知名度、そ

して、ブランド力の向上にも、よりつながっていくよう、戦略的な広報や魅力発信にしっかり

と取り組んでまいります。 

 次に、公式ＬＩＮＥ登録者のお尋ねがございました。 

 ＬＩＮＥのメリットでございますが、情報入手の手段が多様化し、ＳＮＳは、市政だより、

市ホームページと並んで重要な広報ツールとなっております。その中でも、プッシュ型広報が

可能であるＬＩＮＥは、ＳＮＳ広報の柱でもございます。このため北九州市におきましては、

市民生活に身近な情報をＬＩＮＥから入手していただけるように、希望する情報をタイムリー

に受け取れるセグメント配信や、知りたい情報を自動応答形式で案内するチャットボットなど

の機能充実に努めているところでございます。 

 セグメント配信としましては、令和４年度に、防災情報としてダム放流情報を追加いたしま

した。さらに今年度、線状降水帯や大雨警報などの気象情報、市民センター単位の地域情報の

発信を開始しました。公式ＬＩＮＥは、便利な機能を有しながらも、市民にまだまだ知られて

いないという課題もあり、登録者数が人口比８％ほどとなっておりまして、これは政令市20都

市の中では中程度の水準でございます。 

 今後は、市民に知っていただく機会を増やすために、ＬＩＮＥ上で登録を促す広告の実施、

それから、市民センターでのスマホ講座を通じた登録促進などを行ってまいります。 

 市民への迅速かつ分かりやすい情報発信は極めて重要であると考えております。市民アンケ

ートなどを通じまして、市民の皆様のニーズに沿った情報発信、インパクトのある情報発信に

努めてまいりたいと考えております。以上でございます。 
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○主査（大石正信君）戸町委員。

○委員（戸町武弘君）それでは、第２質問をしたいと思います。

 市長、近いうちに服部県知事とトップ会談する予定というのはございませんか。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 今度、福岡県知事との意見交換の場というのは設定されておりまして、そこではトッ

プ会談ということになろうと思いますし、また、服部知事とは、式典とかいろんなところでし

ょっちゅう会いますんで、その際には立ち話したり、控室でいろんな話をしたり、そういう形

で、機を捉えてやっておるところでございます。

○主査（大石正信君）戸町委員。

○委員（戸町武弘君）この物流拠点都市になるというのは、北九州は随分昔からやっているん

ですけども、いまだにまだ土地がないというのは異常な状態だと思っております。トップ会談

の折には、この地域未来投資促進法の基本計画を変えるように、ぜひ交渉してもらいたいと提

案をします。以上です。

○主査（大石正信君）吉田委員。

○委員（吉田幸正君）ありがとうございます。武内市長の得意分野といいますか、やっぱり実

際に発信力もありますし、情報の捉え方の枝葉も非常に多いと思っています。僕もＳＮＳ等フ

ォローさせていただいていて、スピード感もあるし、前市長のことを言ってもしょうがないん

ですけど、今まで北九州は本当にいろんなことをやってきて、何かそれが届いていなかったな

ということが非常に多かったと思います。相当多くの町の方々、議員の方々も戦略的広報とい

う名前を使って、ちゃんと知らせることをやりましょうよと随分言ってきまして、クリエーテ

ィブディレクターという民間の有識者を実際に採用したりさせてもらいました。 

 何かやっぱり伸びてこないな、でも元気になっているなみたいなときに、ＳＮＳのようなも

のが重要だということは察しのとおりであります。そのときに、情報の提供と発信の違い、要

するに市はいつも、それはホームページに載せていましたとか、あるいは、フェイスブックの

あそこのページに誰々が出していましたと言われるんです。僕でも2,000～3,000人友人がいま

すんで、その一人が発信したものが上がってくるかというと、上がってこないので、やっぱり

プッシュ型、つまり発信する方法としてＬＩＮＥはすごくいい手法だなと思ったんですよね。

そのときに、北九州市にもＬＩＮＥができて、登録者は当時２万人ぐらいだったと思うんです

けど、随分いろんな方にお声かけさせてもらったら、今７万人ぐらいまで伸びていると思いま

す。 

 １つ質問させてもらいますけど、今７万人程度の情報ですが、仮にこれが100万人になった場

合に、市の発信料の予算というのは増えていくものでしょうか。教えてください。 

○主査（大石正信君）広報室長。
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○広報室長 ＬＩＮＥについてお答えいたします。

 現在、セグメント配信料としてお支払いはしているのですが、おっしゃるように人数が増え

たとしても、経費については変わりはございません。以上でございます。

○主査（大石正信君）吉田委員。

○委員（吉田幸正君）ここが一番の強みだろうと思うんですよね。100万人に対して10回案内

を出そうと思ったら、何百万円、何千万円とかかってくるのが、幾らやっても無料だというと

ころが一番強いと思います。ここは市長にぜひお尋ねをさせていただきたいと思います。 

 僕は北九州市の職員とか町の方々というのは、目標を掲げたことに対して達成する意地がす

ごいというか、気合がやっぱり入っていると思います。ですから、例えば市長が10万でも20万

でも30万でもいいと思います。期限を区切る必要ありませんが、目標を掲げて、それに取り組

むということになれば、相当いい力になると思いますが、目標を掲げて取組を開始することは

難しいでしょうか、教えてください。 

○主査（大石正信君）広報室長。

○広報室長 友達人数の目標値についてお答えいたします。

 現在はこの目標値というものは設定しておりません。今後ですが、行政評価の成果指標とし

まして、友達の人数について成果指標として定めたいと考えております。以上でございます。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 そうですね。ＬＩＮＥの公式アカウントは、まだ政令市の真ん中辺でございますので、

やはりこれをもっと多くの人に知っていただいて、目標も、結構スタンプをぽんと導入すれば

どんと増えたりもすることもあるし、何でもやれば、お金をかければ増える部分もあります。

どういうような形で取り組むのが一番効果的で、真の意味で情報発信ということに寄与するの

か、そういうのを見定めながら考えていきたいと思います。

○主査（大石正信君）吉田委員。

○委員（吉田幸正君）私は議員で、特に公務の場合は必ずそうするようにしていますけども、

行った先によく公式ＬＩＮＥとか公式フェイスブックとかがあるので、前もって見て、どうい

う情報発信をされているのかなとか、どういうことに取り組まれているのかなというのをよく

見ているんですよね。そうすると、今でも脱退はしていませんので、とてもたくさんの自治体

から案内が来ていて、何市は元気だなとか、岐阜市は最近何か盛り上がっているなとかという

情報が分かるんですよね。これは市外や国外の人たちも含めてですから、そうすると、先ほど

言われた夜景とか、あるいは旦過市場、小倉城、それから、コンサートがたくさんあったり、

この間は女子のサッカーの国際試合があったりするんですけど、そういうところで北九州市の

公式ＬＩＮＥにぜひ加入してくださいというＰＲを、僕は見たことがないんですけども、それ

は行われて、進行中でいらっしゃいますでしょうか。
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○主査（大石正信君）広報室長。

○広報室長 公式ＬＩＮＥの広告、宣伝ということでございます。例えばミクニスタジアムで

あるとか小倉駅であるとかもそうなんですけど、ポスター、チラシのほか、デジタルサイネー

ジ等も活用しまして広告を行っております。以上でございます。

○主査（大石正信君）吉田委員。

○委員（吉田幸正君）僕はとても注意深く町を歩いているんですけど、なかなか目についてい

ないというのが、僕自身の感想です。事実はそうなのであれば、市長ぜひ、これは市長質疑で

すから、市長にお話しさせてください。市長が目標を掲げてやれば、もちろん我々も協力でき

ることは全力で取り組みますので、100万人の人口というのは大変ハードルが高いと思いますけ

ど、訪れた人がＬＩＮＥに興味を持ってもらえる、恐らく100万人訪れていただけることという

のは、今現状でもそれほど難しくはありません。ぜひ100万人の目標を掲げてＬＩＮＥに取り組

みますというのは、とても難しい決断でしょうか、教えてください。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 そうですね。ＬＩＮＥ登録100万人というところまで一気に行けるのかどうか分かり

ませんが、今足元が７万人ぐらいおりますんで、これをどういうふうに上げていくのか、これ

はやはりしっかり道筋を立てて考えていきたい。その際に、目標をどういうふうに設定するこ

とができるのかどうか、これも考えていきたいと思います。 

 その前提として、今ちょっとチャンネルが多過ぎるというか、アカウントが多過ぎるという

問題をすごく感じていまして、今ＳＮＳのアカウントだけで相当な数ある、100とか200とか、

ちょっと正確な数字はあれですけど、相当あるみたいなことを聞いているんで、やっぱりそれ

だけばらけていると、また情報も散漫となって、どこに登録したらいいのか分からないという

ようなこともありますし、ＬＩＮＥ、それから、ツイッターもあるでしょう。ほかにインスタ

もあるでしょう。いろんなものがばらばらばらばらあるんじゃなくて、そういったものをしっ

かりと統合していって役割分担をしていって、その中でそれぞれについてどのくらい目指して

いこうかというふうに、こういう手順で考えていきたいと思います。 

○主査（大石正信君）吉田委員。

○委員（吉田幸正君）これが最後のターンとしますけども、市長がおっしゃるとおりで、本当

にたくさんのホームページ、インスタとかあり過ぎて、統合してほしいと、全く同じ思いであ

りますし、そこは大変期待するところであります。同時に、発信型、プッシュ型というのは北

九州市では恐らく公式ＬＩＮＥが一番中心であろうと思います。イベントとか高齢者とか子供

のこととかにぎわいとか災害とか、自分の興味のないところについては、それは登録をせずに、

自分が欲しい情報を選べるというところがやっぱり公式ＬＩＮＥの一番いいところというか、

興味のあるところにタッチができるということでありますので、そこは同じ思いですから、ぜ
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ひと思います。

 そして、これは要望としておきますけども、新市長になられてやっぱり高い目標を掲げて、

一丸となってぜひ突破したいという思いであります。昨日のバレーボールのブラジル戦を見て

いましても、オリンピックに行きたいというその一念が画面を通して僕のところにも乗り移っ

たぐらいです。残念ではありましたけども、応援しようと心に決めているところであります。

うまくいくか、いかないかは分かりませんが、ぜひ高い目標を掲げて一致団結できるビジョン

をお願い申し上げて、私の要望といたします。以上です。ありがとうございました。

○主査（大石正信君）進行いたします。公明党、渡辺徹委員。

○委員（渡辺徹君）まず初めに、デジタルを活用した区役所窓口サービスの実現について、現

在、国のデジタル田園都市国家構想を受け、本市においてもデジタル化に向けて様々な取組を

進めています。 

 その一つとして、書かない、待たない、行かなくていい区役所の実現があります。スマート

フォンなどを活用し、自宅から手続が可能になることや、本人確認をすることで、１か所の窓

口で手続が完了することなどを目指し、本年７月にはスマらく区役所サービスプロジェクトチ

ームが立ち上げられました。このような窓口の実現は、市民の利便性の向上に加え、市職員の

負担も軽減するものであると考えています。現在、私の地元である門司区役所の建て替えが計

画されていますが、その際、この取組が反映されていくことを期待しているところであります。 

 そこで、デジタルを活用した区役所窓口の実現に向け、令和４年度までの本市の取組を踏ま

え、スマらく区役所サービスプロジェクトとして今後どのような窓口を目指し、取組を進めて

いくのか、見解をお伺いします。 

 ２点目に、北九州空港の物流拠点化について。北九州空港の物流拠点化は、本市の成長戦略

の一つであり、その実現が非常に重要であると考えます。九州では、世界最大の半導体製造企

業であるＴＳＭＣが、日本初の工場を新設しているのをはじめ、ソニー、ＳＵＭＣＯ、東京エ

レクトロンなどの半導体関連企業が工場を増設しています。また、ＴＳＭＣは令和６年中に熊

本県で生産を始める予定であり、さらに、令和８年には第２工場も稼働させる計画が報道され

ました。このような動きがある中、24時間運用可能で高速道路ネットワークにより九州各地と

つながる北九州空港を活用し、九州で発生する半導体関連貨物を集めることが重要であると考

えます。今から準備を行わなければ、関西空港や成田空港に取られる懸念もあります。 

 そこで、このように物流拠点化を大きく進める絶好の機会がある中で、北九州空港において

半導体関連貨物にどのように対応していくのか、市長の見解をお伺いいたします。 

○主査（大石正信君）岡本委員。

○委員（岡本義之君）岡本でございます。私からは本市におけるインバウンド誘致施策につい

てお伺いします。 
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 本年８月の訪日外国人客は215万6,900人で、コロナ禍前の2019年同月比で85.6％に回復し、

８月10日に団体旅行が解禁された中国からの観光客も、処理水の影響がある中でも増加してい

ます。 

 本年６月定例会における私のインバウンドに関するお尋ねに対し、市長は、令和元年度に対

する令和４年度の外国人宿泊数の回復状況が、福岡市が106％、大分市が133％に対して、北九

州市は34％と大きく遅れている状況について危機感を持っており、回復が遅れている原因を分

析し、対策を講じていくと答弁されました。また、事業の成果を検証するとともに、本市の強

みや課題を客観的なデータにより分析し、インバウンド誘致に果敢に挑戦するためのアクショ

ンプランを策定するとのことでありました。 

 一方、令和４年度は、外国人観光客の受入れ再開に向けて、周辺自治体と連携したオンライ

ン商談会などのデジタルを活用した各種プロモーションの実施や、広報物多言語化などの受入

れ環境の整備、受入れ再開後の現地旅行社へのセールス等を実施したインバウンド誘致強化事

業について、当局は遅れの行政評価をされています。 

 そこで、３点お伺いします。 

 １点目に、当事業は、予算額1,500万円に対して決算額は854.8万円となっていますが、遅れ

と評価された事業の実施及び進捗状況についてお伺いします。 

 ２点目に、市長がアクションプランを策定すると決断された時期については、予算編成前だ

ったのか、後だったのか伺います。 

 ３点目に、行政評価での課題認識として、旅行形態やニーズの変化に応じた情報発信、セー

ルスを強化する必要があるとしており、令和６年度予算要求に向けた施策の方向性として、回

復しつつある外国人観光客を北九州空港のみならず、福岡空港や関西空港から取り込むため、

引き続き効果的なプロモーションを実施していくとしています。これらの方向性やアクション

プランの具体的な中身については、いつ頃議会に示されるのか、市長の見解をお聞きいたしま

す。以上です。 

○主査（大石正信君）市長。

○市長 まず、渡辺徹委員から、デジタルを活用した区役所窓口の実現についてお尋ねがござ

いました。 

 区役所窓口におけるＤＸの推進に当たりましては、市民の皆様の利便性の向上や職員の負担

軽減を図る仕組みを構築していくことが重要でございます。区役所の窓口につきましては、現

在、一部の業務でオンライン化を推進しているものの、区役所に行く、書類を書く、順番を待

つなど、市民の皆さんの貴重なお時間をいただいております。こうしたことから、行政手続に

かかる時間をできる限り短縮し、快適、便利な行政サービスの提供に向けて、プロジェクトチ

ームを今年７月に発足させ、窓口のＤＸを進めることといたしました。 
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 これまで市民の皆様が窓口に行かず、御自身の操作で各種証明書が発行できる端末の設置、

職員が聞き取りを行いながら端末操作を行う申請書の作成支援、事前にオンラインで窓口の予

約ができる仕組みなど、様々な実証プロジェクトを先行的に進めているところでございます。 

 今後は、これまでの取組も踏まえ、市民の皆様や職員などユーザーの視点に立って窓口ＤＸ

を推進してまいります。これにより、さらなる利便性の向上を図るとともに、業務の効率化で

生み出される時間とマンパワーを生かし、より一層きめ細かな行政サービスの提供につなげて

まいりたいと考えております。 

 その実現に向けては、まずはオンライン手続の利用率の向上を目指し、様々な手続がスマー

トフォンから分かりやすく簡単にできる仕組みを整え、来年からサービスを開始する予定でご

ざいます。 

 次に、区役所の窓口につきましては、オンラインで予約できる窓口を拡充するほか、住所の

異動や関連する福祉の手続などが１か所の窓口で完了し、より丁寧な相談や支援ができる仕組

みを導入するなどの取組を進めてまいります。 

 このように窓口ＤＸを推進し、新しい門司区役所をはじめ、区役所にお越しになる市民の皆

様の窓口体験を変えてまいります。 

 次に、北九州空港の物流拠点化についてのお尋ねがございました。 

 半導体関連貨物の取り込み、まさに渡辺徹委員御指摘のとおり、九州において相次ぐ半導体

関連企業による工場の新増設は全国から注目をされており、北九州空港につきましても貨物便

を運航する航空会社からや物流事業者などから、関連の問合せや視察が増えている状況にござ

います。 

 ＴＳＭＣの工場の新設につきましては、建屋が令和５年内に完成予定であり、近いうちに半

導体製造装置等の生産設備の搬入が始まることから、まずはこの需要を取り込んでまいりたい

と考えています。このため、現在貨物定期便を運航している大韓航空と連携して、物流事業者

や荷主企業に働きかけを行うとともに、貨物チャーター便につきましても積極的な誘致に取り

組んでいるところでございます。 

 また、今後生産される半導体製品を含む関連貨物を着実に取り込んでいくには、北九州空港

で通関等の手続や荷さばき作業を円滑に行えるよう、物流事業者の誘致を進めることが重要で

ございます。このため、国や福岡県等の関係者と連携し、物流事業者用の事務所や倉庫等の施

設整備に向けた調整を行っております。 

 引き続き、九州、西中国の物流拠点空港を目指し、半導体関連の旺盛な貨物需要を確実に取

り込むことで、稼げる町の実現につなげてまいります。 

 次に、岡本義之委員からインバウンド誘致施策について御質問がございました。 

 まず、令和４年度の事業につきまして、令和４年度のインバウンド誘致強化事業は、新型コ
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ロナ感染症の影響で先行きが見通せない中、観光需要の回復に合わせて迅速に外国人観光客の

受入れができるよう、プロモーション等に取り組んだものとなっております。 

 具体的な取組としましては、新型コロナ感染症により、外国人観光客の入国が制限されてい

た時期においては、海外の旅行会社とのオンラインでの商談会や動画配信、市内飲食店のメニ

ューの多言語化など、行動制限下においても実施可能なセールス活動や外国人観光客の受入れ

のための環境整備に取り組んだところです。 

 昨年10月に水際対策が緩和されて以降は、現地での商談会への参加や観光メディアへのＰＲ

活動、旅行社を招へいした市内の視察ツアー、影響力のあるインフルエンサーを活用した魅力

発信など、コロナ禍では実施できなかった対面による効果的な取組を開始しました。 

 岡本委員御指摘の令和４年度の行政評価につきましては、コロナ禍前のピークであった平成

30年の外国人観光客数を基に、70万人を目標値に定めており、様々な取組を進めたものの、コ

ロナ禍での外国人観光客の回復には限界があること等から、結果的に目標値を大きく下回り、

行政評価において遅れとしたものでございます。 

 令和５年度の進捗状況でございますが、昨年度に実施した事業に加えまして、団体旅行への

宿泊助成のほか、市内在住の外国人からインバウンドに関するアイデアを伺う座談会の開催、

外国人観光客へのアンケート調査等、北九州市の魅力の掘り起こしや、市内を訪れる外国人観

光客のニーズの把握などに取り組んでおります。 

 また、本年５月には、北九州空港への国際線の復活により、北九州市内に訪れる外国人観光

客も回復傾向にあり、このようなインバウンド需要を最大限取り込むため、今議会に補正予算

としてウェルカム北九州！キャンペーン事業を計上いたしました。この事業を通じまして、北

九州空港から入国した外国人観光客はもとより、福岡空港などから入国した外国人観光客の誘

致にも取り組むこととしております。 

 なお、アクションプランにつきましては、予算編成終了後、５月24日に九州運輸局が発表し

ました外国人観光客数の統計の中で、九州全体のインバウンドの回復状況に比べ、北九州市の

回復が大幅に遅れていることに危機感を感じ、これを打開するために策定することといたしま

した。 

 こうした中、アクションプランの策定に向けては、インバウンドの課題等を整理するための

庁内プロジェクト会議を立ち上げたところでございます。今後は、学識経験者や観光関連事業

者などから成るアドバイザリー会議の中で、策定に向けた議論を深めていくということにして

おります。このような検討過程を経まして、年度内にアクションプランを作成することといた

しております。 

 インバウンドは、町に新たなにぎわいや活気を生み出す観光振興にとって重要なものでござ

います。今後ともインバウンドが稼げる町のエンジンの一つとなるよう、戦略的に取り組んで
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まいります。以上です。

○主査（大石正信君）渡辺徹委員。

○委員（渡辺徹君）御答弁ありがとうございました。

 まず、デジタル区役所からなんですが、窓口の利便性の向上をやっていただける、そして、

スマらく区役所ということで、展開をやっていただけるということ、大変すばらしい。特に今

は、窓口が混雑していつも待たれているのは高齢者の方が多くて、中には若い方もちょっとし

た質問とか手続で行くだけなんですが、並びが多いということで、よく苦情をいただいている

んですが、こういったことも解消できる。ただ、高齢者がいろんな相談事もしっかりできるよ

うな、そういった場所も確保していただいて、やっていただきたいと思います。

 特に、こういった書かない、待たない、行かなくていいという、こういう窓口、大体どれぐ

らいをめどにされているんですか。

○主査（大石正信君）デジタル政策監。

○デジタル政策監 市民の皆様に、いち早く快適で便利な窓口というものを利用していただき

たいと考えておりますので、できるものから前倒しで実施していきたいとは考えております。

新たな窓口の構築に向けましては、今年度から設計に着手しまして、システムを構築すること

にしておりますので、今後３年を目標に実現をしてまいりたいと考えております。以上です。

○主査（大石正信君）渡辺徹委員。

○委員（渡辺徹君）ありがとうございます。便利な窓口を早く実現していただきたいと思いま

す。 

 続きまして、物流の拠点化のことになるんですが、市長がいつも言われているのは稼ぐ北九

州ということで、コロナで本当にいろんな意味でお金を使い過ぎて疲弊していますので、ぜひ

産業経済局と港湾空港局はしっかりと稼いでいただきたいと思います。元気な北九州を復活さ

せていただきたいと思うんですが、その中でも、北九州空港は今3,000メートル化もめどが立ち

まして、物流拠点ということで先ほども戸町委員からもありましたが、やはり場所が足りない。

そういった手だてもしっかりやっていただきながら、空港を生かす面も、通関、荷さばき、そ

ういったところもしっかり場所を確保していくということですが、それと同時に、国や県と連

携して、物流業者の事務所や倉庫を受け入れるという、こういった具体例まで上げていただき

ました。これに大変感謝して、本当はちょっと質問もしたいんですが、ぜひこの辺のところは

漏れなく、落とすことなく北九州に全て呼び込むという意気込みをしっかりと持ってやってい

ただきたいと思います。私からは以上です。

○主査（大石正信君）岡本委員。

○委員（岡本義之君）市長答弁ありがとうございました。 

 先ほどの市長の答弁の中で、アクションプランを策定する決断をされたのは５月24日と、九
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州運輸局発表の数字を見て決断されたというお話がありましたが、令和５年度の予算編成の後

だったということになる。 

 それで、市長が抱かれたこの危機感ですね、私もある意味、ほかのところと比べて周回遅れ

じゃないかというような思いもある中で、この市長の危機感を局長は、局の全員はどんなふう

に共有しているのか、ちょっとお答えいただけますか。 

○主査（大石正信君）産業経済局長。

○産業経済局長 私も非常に危機感を持っておりまして、今現状でもまだ福岡等に比べると数

字が回復していないということでございます。

 そういった中で、令和５年度の予算については、これまでの発想ではなくて新しい発想でと

いうことで、プラチナルート、広域でしっかりと取り組んでいこうと。その中には高付加価値

ホテルと、これまで挑戦していない部分も上げさせていただいております。それから、非常に

いい資源が主に若松辺りにもありますので、これも磨き上げをしていこうという、こういう新

しい視点、それから、ツーリズムリソースの再構築ということですね。この中でもインバウン

ド誘致強化事業というのをしっかり上げて、新たな視点で、とにかく先ほど補正でも市長から

も御説明させていただきましたけれども、福岡空港、ほかの空港からも北九州に寄っていただ

いて、宿泊してお金を使っていただくと、そういう視点であらゆることに戦略的に取り組んで

いきたいと考えております。以上でございます。

○主査（大石正信君）岡本委員。

○委員（岡本義之君）先ほど市長はアクションプランを年度内と話をされましたけど、まとま

った形でアクションプランをつくって、しっかりやっていただきたいという思いもあります。

もう既に今動いていますし、令和５年度、今お話もありましたように、しっかりこの市長の緊

張感と、何とかしなくちゃいけないというのをどんどん今の事業の中にも入れ込んでいってい

ただきたいなと思いますし、基本的にしっかり事業となるのは、令和６年という形になろうか

なという思いがするんですけど、世界の人はいろんな動きをしっかり情報を集めていますから、

こういう新しい取組をやろうというような形になったときには、ある意味五月雨式でもプレゼ

ンをやっていって発表していただいて、そういった方たちの意識をしっかりつかんでもらいた

いと思うんですけど、市長はそれについてはどうでしょうか。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 そうですね。おっしゃるとおりで、できるところからどんどんやっていくということ

で、やっていきたいと思います。プランができてから動くわけではなくて。幸い北九州市、や

はり小倉城なんかも最近外国人の方に物すごくバズったりして注目を集めているということも

あります。それから、昨日は何か西のゴールデンルートをつくろうというような動きで、万博

をてこにしてインバウンドを強化しようと西日本のネットワークもできています。
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○主査（大石正信君）岡本委員。

○委員（岡本義之君）よろしくお願いします。以上で終わります。

○主査（大石正信君）進行いたします。ハートフル北九州、奥村委員。

○委員（奥村直樹君）よろしくお願いします。私からは物流拠点産業用地の開発に向けた取組

について、まずお伺いしたいと思います。

 現在、本市は物流拠点構想を策定して、陸海空の結節点周辺エリアを中心に、物流関連施設

の集積を図り、各種輸送モードを組み合わせ、多種多様な物流ニーズと時代の変化に対応でき

る町を目指しています。一方で、空港や港に近い市有の産業用地はほとんど空きがなく、民間

の産業用地にも限りがある状況です。

 そこで、３点お伺いしたいと思います。

 １点目に、昨年度末時点における市有の産業用地の空き状況と今後の造成予定についてお伺

いいたします。

 ２点目に、今後物流拠点として発展していくに当たり、産業用地は不足するのではないかと

思いますが、新たな埋立造成の可能性を含めて見解をお伺いいたします。

 また、物流拠点の一つである新門司地域には、時代を支えてきた採石場が多くあり、そのう

ち既に採石場として役割を終えた山の付近には、広大な跡地が広がっていますが、市街化調整

区域であったり、電気や水道などのインフラが整っていないために、利用されていない状況が

あります。そこで、３点目に、新門司地域に位置し、近い将来、北九州空港と新門司港や太刀

浦コンテナターミナルをつなぐ都市計画道路６号線が貫くことになる採石場跡地を所有者と協

議し、物流拠点として開発を支援してはいかがでしょうか、見解をお伺いいたします。以上で

す。

○主査（大石正信君）三宅委員。

○委員（三宅まゆみ君）私からは、観光、にぎわいづくりの推進について伺います。

 本市の観光、にぎわいづくりの推進について、昨年度も様々な取組がなされており、その中

で市内の宿泊需要を喚起するため、国、県の観光需要喚起策に上乗せして、宿泊施設で利用で

きるクーポンを発行するなどされていますが、１点目に、まずその成果について伺います。

 その上で、全国的に多くの自治体で新しいホテルができており、インバウンド需要にも対応

していますが、本市においては八幡東区にあったアクティブリゾーツ福岡八幡、旧北九州八幡

ロイヤルホテルがなくなるなど、宿泊を伴う観光客誘致ができにくい状況にあります。アフタ

ーコロナで世の中の動きが活発になり、ホテル需要が増えている中で、本市にもビジネスホテ

ルや高級ホテル、リゾートホテルも必要と考えますが、２点目に、これまでのホテル誘致の取

組と現時点での誘致可能性、また、今後どのように取り組んでいかれるのか伺います。以上で

す。
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○主査（大石正信君）市長。

○市長 まず、奥村直樹委員から物流拠点産業用地の開発についてのお尋ねがありました。 

 空き状況と、新たな埋立ての可能性ということについてお尋ねありましたが、北九州市物流

拠点構想、ここでは陸海空の充実した物流基盤を生かし、物流を主要な産業として発展させる

ための施策として、高速道路のインターチェンジや港湾、空港の周辺など物流インフラの後背

地に物流施設や製造業等の立地を促すための用地確保に取り組むこととしております。 

 こうした中、市所有の産業用地の分譲率につきましては、昨年度末時点で約98％に達し、誘

致可能な面積が残り約16ヘクタールとなっていることから、市所有の土地に加えて、現在は民

間所有の土地約100ヘクタールも対象として誘致を行っているところでございます。 

 一方、新たな産業用地の創出につきましては、民間事業者による開発を促進しております。

具体的には、事業手法の検討や開発計画の策定、諸手続等が円滑に進むように、北九州市で事

業者に寄り添った伴走型支援を行っているところでございます。 

 また、民間事業者による開発をさらに促進するため、今年度、企業ニーズや開発事業者の意

向調査を実施するとともに、適地の選定や官民連携による先進的な事業手法の導入の検討など

に取り組んでいるところです。 

 次に、委員御質問の埋立地造成につきましては、しゅんせつ土砂や廃棄物を受け入れる海面

処分場を整備し、埋立てが完了した後、産業用地等として活用することとしております。この

ような考え方の下、現在、新門司地区や響灘地区において埋立地造成を進めているところでご

ざいます。 

 また、新たな埋立地造成につきましては、しゅんせつ土砂や廃棄物の今後の発生量や、既存

の処分場の残容量、将来的な土地利用ニーズ等を踏まえながら、総合的に検討する必要がある

と考えております。 

 いずれにしましても、北九州市が物流拠点として発展していくためには、競争力のある産業

用地が重要な要素となることから、民間事業者とも連携しつつ、様々な手法を活用して産業用

地の創出に取り組んでまいります。 

 次に、都市計画道路６号線が貫く採石場跡地を物流拠点として開発支援してはどうかという

お尋ねがございました。 

 新門司地区の位置づけでございます。新門司地区は北九州市物流拠点構想におきまして、首

都圏、関西向けの長距離フェリーが就航する西日本最大のフェリーターミナルを活用したモー

ダルシフト拠点と位置づけております。また、高速道路のインターチェンジまで５分、太刀浦

コンテナターミナルまで16分、北九州空港まで35分という他の輸送モードへのアクセス性も高

く、物流関連事業には最適なエリアでございます。 

 この地区に位置する市所有の分譲地であるマリナクロス新門司は、トヨタ自動車が輸送拠点
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を構えるなど多くの物流関連企業が立地しています。現状では、分譲可能な用地は残っていな

いものの、埋立てが完了した箇所から順次、進出企業等に売却を行っているところでございま

す。 

 他方、委員お尋ねの都市計画道路６号線の沿線に位置する採石場跡地につきましては、市街

化調整区域であるため開発が抑制されているほか、現在工事を行っている都市計画道路６号線

の完成が令和13年度の予定であり、供用開始まで相当の期間を要することから、現時点までに

物流事業者等からの具体的な問合せなどは寄せられていない状況です。 

 民間事業者から物流施設の開発などの相談があった場合には、開発が円滑に進むよう、土地

所有者と開発事業者とのマッチングや開発計画の策定等の支援を行っております。まずは、地

権者や開発事業者等から具体的な提案や相談があれば、必要な支援を行ってまいります。 

 そして、三宅まゆみ委員から、観光にぎわいづくりの推進について、北九州歓迎割事業の成

果、ホテル誘致についてお尋ねがございました。 

 国におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた観光産業への支援を目的に、

感染状況を見極めながら、断続的に観光需要喚起策を講じてまいりました。 

 こうした中、北九州市では令和４年11月から３か月間、国、県の取組に加えて、市内の宿泊

者を対象とした市独自の需要喚起策、北九州歓迎割を実施いたしました。この北九州歓迎割は、

宿泊施設で使えるクーポンの配布を行い、実施期間中、26の宿泊施設が参加をし、クーポン発

行枚数９万枚のうち約８万枚が利用されるなど、好評であったと認識をしております。 

 また、宿泊施設からも、市独自のタイムリーな追加支援により、多くのお客様をお迎えでき

た、クーポンにより、ホテル内の飲食、お土産販売の売上増につながった等の評価をいただき

ました。 

 さらに、事業期間中の市内宿泊施設の平均稼働率がコロナ禍前の令和元年を上回るなど、需

要の喚起に効果があったものと認識をしております。 

 次に、三宅委員御質問の北九州市内のホテルの必要性につきましては、観光客の誘致を進め

る上で重要なことと考えています。 

 こうした中、年度内には小倉駅新幹線口に新たな大型ビジネスホテルの開業が予定されてお

り、今後もこうしたホテルの新設につながるよう、観光振興策にしっかりと取り組み、需要の

創出に努めてまいりたいと考えております。 

 他方、今年度の新たな取組として、外国人を含めた富裕層の宿泊や国際会議の会場として活

用できる高付加価値ホテルの誘致に取り組むこととしております。現在、高付加価値ホテルの

誘致に当たっての課題等を整理するための庁内プロジェクトチームを立ち上げるとともに、ホ

テルを展開する企業等へのヒアリングを行っております。 

 ホテル運営会社からは、ハイグレードホテルの建設候補地として北九州市はポテンシャルが
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あるとの声もいただいている一方で、十分なマーケットが存在しているのか等の課題も指摘さ

れており、総合的な観点から、誘致に向けしっかりと取り組んでまいりたいと考えております。 

 北九州市が観光で稼げる町となるには、宿泊を伴う観光客の誘致が重要でございます。今後

とも宿泊客の受入れ能力のさらなる拡大に向けて、情報収集や様々な場面で働きかけを行って

まいります。以上でございます。 

○主査（大石正信君）奥村委員。

○委員（奥村直樹君）御答弁ありがとうございました。 

 少し追加で聞きたいと思いますが、まず、埋立ての新規の造成、あるいは産業用地も市有の

ものというのはもうなかなかこれからすぐにはつくっていけないというのも前から伺っていま

す。その中で今回はすぐに準備できない、民間の土地も活用していくというお話はあったんで

すけども、民間の土地も限りがある中でしたので、今使っていない土地の活用はどうかという

ことで、最後に採石場跡地の活用の話をさせていただきました。先ほど市長の答弁の中で、６

号線の完成が令和13年とまだまだ先が長いので、今のところは問合せがないということで、そ

れはそのとおりかと思うんですけども、逆にさっき言ったように、ここは市街化調整区域の問

題もあったりですとか、今使い道がないという中で、例えば産廃の処理なんかに使われている

ところがあるわけです。仮にじゃあ道路があと一年で完成しますと、近くなってきたときに問

合せがあった場合、今の状態ではなかなかちょっとすぐに使うのは、産業用地として活用って

難しいのかなとは思います。仮に今使うとしたら課題はありますでしょうか。すぐ使える状態

とお考えでしょうか。 

○主査（大石正信君）産業経済局長。

○産業経済局長 先ほどもちょっと御答弁させていただきましたけども、市街化調整区域の問

題だとか、あと所有者が１名なのか複数なのか、いろいろな課題があろうかと思います。その

辺まだちょっと御相談もいただいておりません。具体に御相談をいただければ、我々としては

競争力のある産業用地というのはつくっていきたいという立場にございますので、そういった

所有者の方だとか開発事業者としっかりとお話をする機会があればしていきたいと考えており

ます。以上でございます。

○主査（大石正信君）奥村委員。

○委員（奥村直樹君）ありがとうございます。本当におっしゃるとおりで、まずはもちろん民

地ですから、所有者の方の意向というのが一番必要なところです。その辺は局長がおっしゃっ

たように、もう一つの問題、共有地もあるように伺っていまして、その整理には時間がかかっ

ていくと思います。ですので、令和13年と期間があることは、逆にちょうどいいチャンスとし

て、早いうちからここはそういうヒントも行政からも伝えていただきたいですし、私も個人的

に相談は直接行政に言ってくださいと促していきますので、市街化調整区域の問題はこれは局
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も違うでしょうけども、行政全体の話、国の話も出てくると思います。先ほどの地域未来投資

促進法の話ももちろん関わってくると思いますので、そういったつなぎをぜひやっていただき

たいと思います。 

 要は、６号線が通れば恐らく一等地の場所が、今のままいくと、さあ使おうと思っても市街

化調整区域、共有地の問題等々で空いてしまうというのは非常にもったいないと思いますので、

どういった課題があるのかというのを、所有者の皆さんの意向ももちろん踏まえながらですけ

ども、先手先手を打って、道路の完成と同時に使えるぐらいの方向で促していただきたいなと

思います。産業用地が足りないところの埋め合わせとして、本当にお互いにとって、みんなに

とってメリットのある話かなと思いますので、よろしくお願いします。 

 もう一点言うと、今市街化調整区域ですけど、人里離れて農地としても当然使えない場所や

法律で使えない土地もあれば、逆にたまたま市街化調整区域じゃないけど、静かな住宅地の一

戸建、農地のところにシャシー置場をつくろう、工場を造ろうみたいな話も一方であります。

そうすると、後ほどその地域でトラブルが起きることを考えれば、やはり立地に適したところ

で産業ができるような形を促していただきたいと思います。あとは直接相談があれば、また行

きますので、よろしくどうぞお願いします。終わります。 

○主査（大石正信君）三宅委員。

○委員（三宅まゆみ君）ありがとうございます。 

 つい先日も11月18日から19日、本市で開催が予定されていたアジアラグビー、男女オリンピ

ック予選が、参加チーム数が大幅に増えたということで、宿泊場所の確保の観点で、開催場所

が大阪市に変更になったということ、大変残念に思っています。市長はこの点どのように感じ

られているかということと、あと今高級ホテルの誘致、開業ラッシュが日本各地で起きていま

すし、また、新しいコンセプトホテルもたくさんできています。他都市に比べて、北九州市に

こういったホテルがあまり進出しない原因を市長はどのようにお感じになっていらっしゃるの

か、お聞かせください。 

○主査（大石正信君）産業経済局長。

○産業経済局長 まず１点目のラグビーの件でございますけれども、ホテルのキャパが足らな

いということで、そういったことになったということでございますけれども、非常に我々も残

念ですし、そういった大きなイベントが重なったとしても、受入れができるような体制という

のは目指して頑張っていきたいと思っています。その辺は職員一丸となって取り組んでまいり

たいと思っております。

 それから、高級ホテルでございますけれども、やはり全国を見渡しますと、地方ではまず市

街地の大規模な再開発とか、そういったタイミングに合わせてというのが非常に多うございま

して、ここのところ残念ながら市内で大きな再開発というのが行われていないというのもあり
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ます。最近で言いますと、道の駅だとか温泉とセットで高級ホテルが出てくるというパターン

もございまして、この点もちょっと今の北九州の状況ではということになるんでしょうけれど

も、そうは言いながら、先ほども御答弁させていただきましたけれども、いろいろヒアリング

する中でポテンシャルがあるという御意見もいただいています。ただ、一方でそういった需要

がしっかりとあるのかという課題もありますので、いろいろと意見を伺いながら、実現します

よう挑戦していきたいと考えております。以上でございます。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 補足ですが、本当にもうラグビーは悔しいところで、あれからチーム数が増えて、バ

ンケットホールが必要だとか食堂が必要だとか、いろいろ要求水準がどんどん上がってくる中

で応え切れなくなったと。やっぱりこれはこういうのはしっかり受け止められる北九州にしな

きゃいかんと改めて思います。

 それから、鶏か卵、これはいつも悩ましいところなんですが、やっぱりしっかりと先ほども

あった観光の振興自体と路線の誘致と、それをしっかり磨いていくこと、伝えていくこと、そ

れをパッケージでやっぱりやっていかないかんと。

 あと、三宅委員がおっしゃった中で、コンセプトホテルの可能性、これも私も面白いと思っ

ています。今東京なんかで話を聞くと、かつての言わばコロナ前といったら言い方が悪いかも

しれませんが、巨大なホテルをどんと造るということよりも、今はコンセプトを絞ったホテル

を造るのがトレンドですよという声を私も結構聞きます。なので、本当にどんといきなり大き

い高付加価値ホテルができるのが一番ベストですけれども、いろんなウイングを広げて北九州

市は非常に面白い場所もあります。まだまだそういったターゲットまで視野に入れた取組とい

うのが、必ずしも今まで私は十分行われていなかったんじゃないかという気を持っていますの

で、これはいろんな可能性を模索して、ウイングを広げてこれから働きかけていきたいと思っ

ています。

○主査（大石正信君）三宅委員。

○委員（三宅まゆみ君）ありがとうございます。私もやはりコンセプトホテルが、非常にこれ

から、まずは誘致しやすいのかな、もしくは今あるすごく昔から残っている北九州のいい建物

を使ったホテル。例えば本当に１組だけとか、２組だけだけれど、スペシャルな提供をすると

いうようなことが、結果として話題になって、もう２年先まで予約がいっぱいとか、そういう

ようなホテルも各地にあったりもいたします。そういった北九州ならではの観光客誘致という

ことも１つ。もしくは大きなホテルも、もちろんいろんなイベントをするためには必要だと思

うんですね。 

 私自身が、週末広島に参りました。そうすると、物すごく観光客が多かったのが印象的で、

特に駅のにぎわいが半端ないというのがあります。すごく思ったのは、やっぱり北九州は食べ
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物とかお土産に弱点があるなと。もみじまんじゅうってもう昔からあって、今はそんなにない

のかなと思いましたら、進化系で、様々なもみじまんじゅうのお店が山のようにあるんですけ

れど、それぞれ違う種類のものを出しているので、みんないろんなお店を回って買って帰ると

いうのがあります。お好み焼きも、同じようなお好み焼きだけじゃなくて、中身も広島はそば

だと思っていましたら、うどんも選べるとか、同じお好み焼きだけれど様々なところがあるか

ら、何回も行かないと全部食べれないよねみたいなことがあるようです。 

 小倉駅には、どこでも買える、どこでも食べれるものが多いと思うんですね。やっぱり駅と

いうのは宿泊も含めて中心になりますから、もっと駅の魅力を増していくということが大事で

すし、例えば焼きうどんなら焼きうどん、じんだ煮ならじんだ煮でもいいんですけれど、ここ

があるからほかが入らないじゃなくて、そこをどんどん進化系にしていって、いろいろ競争を

図っていくということも一つなのかな。北九州ならではのものをもっと磨いていくということ

も必要なのではないかな、それが結果として宿泊につながっていくのではないかな、そんなふ

うにも思いました。もし一言、市長何かあれば。 

○主査（大石正信君）市長。

○市長 そうですね。選択肢の多さ、これ必ず必要だと思います。同じものであっても幅の広

げ方、例えばもみじまんじゅうもカスタードクリームとかおいしいですよね、本当に。めんべ

いもいろんな味がありますしね。選択肢を増やしていきましょう。

○主査（大石正信君）ここで副主査と交代いたします。

（主査と副主査が交代）

○副主査（三宅まゆみ君）進行いたします。日本共産党、高橋委員。

○委員（高橋都君）私からは中小企業者、小規模事業者への支援についてお尋ねいたします。 

 市内事業所の99％、従業者数約８割を占める中小企業や小規模事業所は、本市の地域経済を

支える要であり、重要な役割を担っています。しかし、人手不足や高齢化による事業承継問題

に加え、新型コロナウイルス感染症の影響、原材料や燃料の物価高騰で、中小企業や小規模事

業所を取り巻く環境は厳しい状況です。さらに、追い打ちをかけるように、国による実質無利

子無担保のゼロゼロ融資の返済が始まり、本年10月からは小規模事業者らに負担を強いるイン

ボイス制度の導入です。 

 本市の令和４年度の、負債額1,000万円以上の倒産件数は57件、令和５年４月から６月の３か

月間での倒産件数は18件となっています。令和５年度は昨年度をはるかに超えることが予測で

き、自主廃業した事業所を入れると、さらに件数は増加します。本市は相談窓口を設置し、事

業継続に向け伴走支援を行ったといいますが、実態に合ったものか、検証が必要だと考えます。 

 そこで、２点伺います。 

 １点目に、中小企業融資預託金は、予算額750億円に対し、決算額は約半分である384億9,590
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万円で、執行率51％でした。資金繰りに苦しむ中小企業の支援になっていたのか、見解を伺い

ます。 

 ２点目に、本市の支援策は、先端設備導入、ＤＸ推進、省エネ家電を促すなど成長発展を目

指す支援策が中心です。体力のない事業者への直接支援は考えなかったのか、見解を伺います。

以上です。 

○副主査（三宅まゆみ君）大石委員。

○委員（大石正信君）私から職員のハラスメント対策について伺います。 

 令和４年度、総務局は職員7,029人を対象にした職員意識アンケートを実施し、3,546人が回

答しました。この中で、過去２年間に職場でハラスメントを受けたことも見たこともあるが449

名で12.7％、受けたことはあるが見たことはないが104名で2.9％、受けたことはないが見たこ

とがあるが584名で16.5％と、合計で1,137名、32.1％と約３割に達するなど、ハラスメントに

対する深刻な結果が示されました。 

 また、複数の職場でハラスメントの事案が発生したため、当局も実態を重く認識し、令和４

年９月人事課長名、令和５年３月総務局長名で相次いで通達を出し、令和５年には全課長を対

象にハラスメント防止研修を行い、各職場において伝達研修を行っています。 

 しかし、現状では、ハラスメントの被害を受けている職員の中には、心身の不調により出勤

ができなくなるなど、大きなダメージを受けている人もいると聞きます。一方で、ハラスメン

トにより懲戒処分が行われた事案は少なく、身内だけの調査では根本的な解決になっていない

ことを示しています。 

 当局が言うように、弁護士に対応を相談している、職場に相談員を配置しており、相談窓口

もあるという程度では解決しません。ハラスメントを解決するためには、具体的に実態を調査

研究し、処分も含めた対応が必要であり、外部の第三者である弁護士や医師など有識者と労働

組合の役員、保健師などをメンバーに加えた審査機関を設置し、改善すべきと考えます。 

 また、同アンケートでは、仕事へのモチベーションや達成感、充足感を感じている職員は約

６割と低い結果となっています。この要因として、仕事量は減らないにもかかわらず、行財政

改革で職員は削減され、長時間残業は解消されず、その上、ハラスメントの問題も解決してい

ないなど、働きにくい職場環境があるからと考えます。 

 ハラスメントを受けたことや見たことがあると答えた職員が約３割という事態を市長は重く

受け止め、第三者による審査機関の設置など、早急に抜本的な対策をすべきと考えますが、令

和４年度の取組を踏まえ、今後の対策等について見解を伺います。以上です。 

○副主査（三宅まゆみ君）市長。

○市長 高橋都委員から、中小企業者、小規模事業者への支援についてお尋ねがございました。 

 まず、基本認識といたしまして、人手不足や物価高騰など、中小企業が直面する様々な経営
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課題に対応するためには、資金繰り支援などによる経営基盤の安定強化はもとより、新事業の

展開や生産性の向上等、成長、発展に向けた取組への支援を総合的に行うことが重要でござい

ます。 

 こうした中、令和４年度の中小企業融資につきましては、新型コロナ感染症により先行きが

不透明な中、万全を期す観点から最大限の予算を計上したこと、令和２年から令和３年にかけ

て積極的にコロナ対応融資が行われたことにより、資金需要が落ち着いたことから、決算との

かい離が生じたものであり、中小企業の皆様の資金需要には十分に応えることができたと認識

をしております。 

 また、市の融資を利用した事業者の皆様からは、物価高、原材料高の影響で厳しい資金繰り

が続く中、低金利の融資は大変助かる、借入れにより次につながる投資、経営拡大の準備が整

ったなどの評価をいただいており、こうした声からも中小企業への支援につながったものと考

えております。 

 さらに、より利用しやすい融資制度とするため、令和４年度は、物価高騰に係る融資の保証

料の全額免除、経営改善に係る融資の利率の引上げなどの制度改正にも取り組みました。 

 このほか、令和４年度は幅広い事業者への直接的な支援として、資金繰りや価格転嫁問題に

関する特別相談窓口の設置、プレミアム付商品券の発行支援、資金繰り計画等の策定のための

専門家派遣など、経営改善につながる取組や経済波及効果の高い消費喚起策等をきめ細かに推

進したところでございます。 

 このような直接的な支援に対しましても、事業者の方々からは資金繰りや助成金の相談に親

身に対応いただきありがたかった、商品券の販売前より売上げが増加した、課題が明確になり、

経営改善の見通しが立ったなどの声が多く寄せられているところでございます。 

 地域経済において、中小企業は極めて重要な存在でございます。引き続き、資金需要の動向

等に柔軟に対応するとともに、地元中小企業の皆様の声にしっかりと耳を傾けながら、新事業

の展開や生産性の向上等への支援を総合的に行うことにより、その成長と発展につながるよう

取り組んでまいります。 

 途中、融資制度の改正につきまして、令和４年度の制度改正として御紹介した中、２点目の

経営改善に係る融資の利率の引上げと申し上げましたが、正しくは融資の利率の引下げに取り

組んだということで、訂正させていただきます。 

 続きまして、大石正信委員から、職員のハラスメント対策、第三者機関の設置の御質問がご

ざいました。 

 ハラスメントにつきまして、ハラスメントは個人の尊厳や人格を傷つけるだけでなく、公務

能率の低下や職場環境の悪化を招くものであり、職員意識のアンケートの結果につきましては、

大きな課題と受け止めております。 
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 ハラスメントの防止には、職員のハラスメントに対する意識の向上、ハラスメントが起きに

くい職場づくり、声の上げやすい環境づくり、プライバシーに配慮した迅速な相談対応といっ

た様々な視点による総合的な取組が必要であると考えています。 

 まず、職員の意識向上です。北九州市では、職員の意識向上策として、ハラスメント防止要

綱を平成27年度に策定しまして、階層別研修や職場単位の研修、ｅ－ラーニング研修を実施し

ております。さらに、職員アンケートの結果やハラスメントによる懲戒処分事案を受けて、全

課長級を対象としたハラスメント防止研修を実施し、各職場での伝達研修も行ったところでご

ざいます。 

 次に、ハラスメントが起きにくい職場づくりのために、まず、所属長と職員との面談を通じ

て、ハラスメントを未然に防止するための意思疎通や相互理解を図ることとしているほか、管

理職に対しては、部下や同僚など複数の職員から評価を受ける多面評価を活用し、その結果を

フィードバックすることによって、部下職員との接し方や指導に関する気づきを促していると

ころであります。 

 そして、３つ目の取組、声を上げやすい環境づくりにつきましては、専門相談員や女性専用

の相談窓口を設置するなど、相談窓口の拡充にも努めております。 

 こうしたハラスメントの相談が寄せられた場合は、相談者保護を最優先として、プライバシ

ーへの配慮など、極めて慎重に取り扱い、かつ迅速な対応を行っているところでございます。 

 また、当事者だけでなく、関係者にもヒアリングをするなど、客観的な事実の把握に努めて

いるほか、必要に応じて専門家である弁護士の意見も聞くなど、第三者の視点も踏まえた調査

を行うこととしております。さらに、ハラスメントに該当する事案が発生した場合には、懲戒

処分の指針に基づき厳正な対処を行うこととしております。 

 このように必要な第三者の視点を含めた対応、体制を既に整えているところであり、新たに

第三者による審査機関を設置することは考えておりません。 

 いずれにしましても、ハラスメントは誰もが加害者にも被害者にもなり得るとの認識に基づ

き、今後もハラスメント防止の徹底と排除、これに粘り強く取り組み、職員が意欲を持って働

ける職場環境を実現してまいります。以上です。 

○副主査（三宅まゆみ君）高橋委員。

○委員（高橋都君）それでは、再質問させていただきます。 

 中小企業融資制度ですが、先ほど、これは中小企業の要望に応えたものという認識というふ

うなことを言われました。実際には、ゼロゼロ融資の返済がある中、借換えをということも言

われたということなんですが、先ほど言われました保証費がなくなった、融資の利率も引き下

げたということなんですが、利子が発生するのは間違いありません。実際に、まだまだゼロゼ

ロ融資の返済をしながら、借換えもまた大変だという、その返済ができるかも不安だというこ
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とで、ハードルが高いという中小業者の声もあるところです。その中で、中小業者のこの制度

が15ぐらいあるかと思うんですが、今回使われていない制度もあると思います。実際にこの使

われなかったということは、これが必要なかったということなのか、それとも実際の中小業者

の要望に見合った融資制度であったのかということについて見解を伺います。

○副主査（三宅まゆみ君）産業経済局長。

○産業経済局長 様々な状況の中で、様々な融資制度がございますので、今の状況に置かれた

中で企業が一番使いやすいといいますか、その状況に合わせた制度を使われておると思います。

そういった中で結果的に使われなかったような制度も出てきたんだと思いますけれども、しっ

かりそこは我々が融資についても対面で伴走しながら、きめ細かに対応しておりますので、そ

の辺はしっかり対応できていると認識しております。以上でございます。

○副主査（三宅まゆみ君）高橋委員。

○委員（高橋都君）やはり事業者にとって、今後どういうふうに事業を続けていくかというこ

とは本当に死活問題ですから、真剣にこの融資制度を使いたいということは、もうよく分かる

ことなんですね。先ほど、十分に応えたという認識と言われたんですが、実際、令和４年度の

倒産件数から見まして、令和５年度、この３か月間で18件ということで、このままいけば1.5

倍ぐらい倒産が増えるのではないかと思うんですね。本当にこれを応えたというふうな認識な

んでしょうか、お答えください。

○副主査（三宅まゆみ君）産業経済局長。

○産業経済局長 緊急窓口等を設置いたしまして、中小企業の声をしっかりとお聞きして、で

きる対応をしてきたと考えております。例えばですけれども、令和４年度の金融相談は１万108

件対応させていただいておりますけれども、こういうふうに最前線の現場で皆様の苦しいお声

というのはしっかり受け止めて、私どもは融資なり、それから助成金、補助金、いろんなもの

につなげるものはつなげていく。それから、会社に専門家を派遣して経営指導を実際に会社の

中でやるといった、きめ細かい対応をしておりますので、今後もしっかり企業のニーズ、それ

から、企業の声に耳を傾けながら対応していきたいと考えております。以上でございます。

○副主査（三宅まゆみ君）高橋委員。

○委員（高橋都君）中小業者の団体との意見交換が行われたかと思うんですが、その中の意見

交換の中で、自社の課題が分かっていない中小業者が多く、そういったところからの支援が必

要だということが書かれてあるんですね。ですから、自分のところが一体どうしたら、今後事

業を続けていけるのかというような課題も抱えているんではないかなと思います。だから、本

当に寄り添ったというのだったら、そういう課題をしっかりと見極めながら、本当に必要な支

援をしていただきたいと思います。 

 次に、先日、中小業者の企業振興条例に基づく施策の実施状況の報告というのがありました。
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その中で、中小業者の中で99％、これは北九州市内で占めているわけですけど、従業者数が５

名以下の小規模企業がその７割を占めているということです。この小規模事業者が今本当に廃

業の危機にあるのではないかと私は考えます。 

 その中のある方からもお話を聞かせていただきました。コロナ禍で給付金などで一時はしの

げたものも、翌年にはその給付金が収入とみなされるため、税金で約４割納めたという事業者

もいました。さらには、国保料や介護保険料は、家族にも負担が増えて悲鳴を上げておりまし

た。 

 さらに、今物価高騰や燃料高騰で、これまでどおりの価格では商売が続けられないというこ

とで、値上げを余儀なくされたのですが、客足は戻らないというのが今の状況だそうです。そ

の上で、この10月からのインボイス制度の導入で、ますます厳しい状況が続くと思われます。

このインボイス制度というのも、実質は増税です。今はこれをストップさせるために署名が50

万筆集まっているということです。本当に中小業者に寄り添った、本当に事業者がフリーラン

スの方も併せて仕事が続けられるためにも、実態に合った直接支援を自治体が行うべきだと私

は考えます。それを訴えまして終わります。

○副主査（三宅まゆみ君）大石委員。

○委員（大石正信君）市長からハラスメントについては大きな課題であると言われましたけど

も、職員の３割がこのようにハラスメントを受けた、見たことがあると。これはやっぱり重大

な問題だと思うんですよね。弁護士に相談している、相談窓口を設置しているといっても、こ

の３割の到達が変わっていないわけですよね。指摘しているように、それを内部の調査だけで

いいのかと、きちんとやっぱり外部の委員も入れた形の審査委員会をつくって、きちんと厳正

に対応すべきだと。処分についても十分に処分が出ていない。逆に被害を受けた方が異動させ

られ、加害をした人が残っているという実態も報告されているわけですよね。このような状態

でよろしいんですか。

○副主査（三宅まゆみ君）総務局長。

○総務局長 先ほど答弁させていただきましたとおり、ハラスメントを防止するには、様々な

視点から総合的に粘り強く取り組んでいくことが必要だと思います。

 まず、管理職の意識の向上を含めた職員の意識向上、それから、ハラスメントが起きにくい

という職場づくり、それから、声の上げやすい環境づくり、そして、声が上がったら、迅速に

プライバシーに配慮しながら、即座に対応していくと、そういった活動が必要であると思いま

す。ハラスメントは絶対に許されないということで、これからも徹底してまいることによって、

そういった少しでもハラスメントのない職場づくりに努めてまいりたいと思います。以上でご

ざいます。

○副主査（三宅まゆみ君）大石委員。
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○委員（大石正信君）粘り強くと言われても、いろんなことをやられてこのデータでしょう。

だから、きちんとやっぱり外部の委員も入れた形で。身内だけの調査であればこういう形にな

っているわけでしょう。なぜ外部の人間を入れた形の審査委員会を設置しようとしないんです

か。

○副主査（三宅まゆみ君）総務局長。

○総務局長 先ほど御答弁申し上げましたように、必要に応じて弁護士等の第三者の方々にい

ろいろ御意見、アドバイスをいただきながら対応しているところであります。このハラスメン

トの対策につきましては、プライバシーに配慮しながら、そして、迅速に対応するといった観

点も必要でございますので、相談された方、相手方、それから、第三者の方々の意見を聞きな

がら、客観的に人事で判断をしておりますので、外部の専門家の必要性はないと考えておりま

す。以上でございます。

○副主査（三宅まゆみ君）大石委員。

○委員（大石正信君）今でも弁護士に聞くのは、それは弁護士の意見を聞くだけであって、私

が言っているのは、やはり今ジャニーズも問題になっていますように、やっぱり身内だけでや

っていけば、きちんとメスが入っていかないという現状があるわけでしょう。だから、弁護士

に聞くだけじゃなくて、指摘をしているように、弁護士や労働組合の役員だとか保健師だとか、

医者を入れてきちんと客観的に調査を行って、これが本当にハラスメントに反するかどうかと

いうことで、これまで十分な処分がされていないじゃないですか。なぜ外部の委員を入れて調

査をしようとしないんですか。

○副主査（三宅まゆみ君）総務局長。

○総務局長 先ほどの答弁と同じになって申し訳ございませんが、調査には慎重かつ公平性を

担保するために、当人の方、相手の方、それから、その職場におられる方、そういったところ

からヒアリングを丁寧にして客観性を持たせて、人事で判断しているところであります。した

がって、今のところの状況で構わないと思っております。以上でございます。

○副主査（三宅まゆみ君）大石委員。

○委員（大石正信君）あくまでも外部の審査委員会を入れてやらないということなんで、こう

いうふうな北九州の姿勢であれば、働けない状況が続いていくと思います。きちんと審査委員

会を設置するように要望して終わります。

○副主査（三宅まゆみ君）主査と交代します。

（副主査と主査が交代）

○主査（大石正信君）進行いたします。日本維新の会、篠原委員。

○委員（篠原研治君）日本維新の会、篠原です。よろしくお願いいたします。

 私は、創業支援施設周辺の環境向上について質問させていただきます。
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 本市では、日本一起業家に優しい町を目指して、スタートアップ推進課がスタートアップ支

援に取り組んでおり、コンパス小倉などの創業支援施設を立地のいい場所にオープンさせてお

り、利用者にとっても通いやすい環境だと感じています。私も実際に、コンパス小倉を利用し

て１か月半で株式会社を登記することができまして、その支援があったことで最小限の費用で

スピーディーに起業することができたと感じていまして、日本一起業家に優しい町に北九州市

は近づいているのかなと感じていたところです。

 また、コンパス小倉では、同じように何か新しいことをやりたい人などがよく利用しており、

そして、クリエーティブなイベントもたくさん開催されている中で、コンパス小倉の中で出会

いがあって、ビジネスが実際に動いているというケースもあるようです。

 一方、課題としては、コンパス小倉周辺の駐車場が安くないことや、気軽に昼食や飲物を購

入できるようなコンビニ等が周辺にないこと、来てくれる弁当販売業者が少ないことなど、快

適に仕事を進めるための環境をもっとよくしてほしいという意見もよく聞きます。私は、この

創業支援の事業をさらに活性化して、もっともっと稼げる町に近づけてほしいと感じています。

 そこで、創業支援を行っている施設の入居者などに課題や改善点を聞いて、施設周辺の環境

向上につなげてほしいと考えていますが、市長の見解を伺います。お願いいたします。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 篠原委員から創業支援の課題や改善点、施設の環境向上などということでお尋ねがあ

りました。 

 スタートアップをはじめとしました創業支援、これは新しいことに挑戦をする人を応援し、

新たな価値を生み出すものとして、地域経済の活性化や雇用創出につながる重要な取組でござ

います。 

 そうした中、北九州市では日本一起業家に優しい町の実現を目指し、ＡＩＭビル内にコンパ

ス小倉を設置しまして、創業相談をはじめセミナーや伴走支援等を実施しているところでござ

います。このような取組により、現在コンパス小倉はオフィス入居率92％、コワーキング登録

は、法人105社、個人65人など、高い利用率を維持しております。また、起業家や若者の交流に

より新たなビジネスアイデアが生まれる場ともなっております。 

 こうした中、コンパス小倉では、さらに施設利用の満足度向上を図る観点から、毎年アンケ

ート調査を行っており、昨年度、満足との回答は94％となっているものの、駐車場や飲食関連

の充実を求める声も一部あるため、改善可能なことから取り組むことといたしております。 

 なお、委員御指摘の施設全体や周辺環境の向上、コンビニ、弁当などの御指摘がありました

けれども、ＡＩＭビルを管理する株式会社北九州輸入促進センター等が行うものでありますか

ら、コンパス小倉利用者の声をしっかり伝えるとともに、改善に努めるよう働きかけを行って

まいります。 
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 今後ともコンパス小倉を拠点に、挑戦者を応援する町として、市内の創業機運をさらに高め、

稼げる町の実現に向けて取り組んでまいります。以上でございます。 

○主査（大石正信君）篠原委員。

○委員（篠原研治君）ありがとうございます。

 この創業支援、伴走型支援をやるかやらないかについて、北九州は伴走型支援をやってきて

くれていまして、その次はこの北九州市の創業支援、何かいいよね、もっともっと利用したい

よねと思ってもらうフェーズなのかなと思っています。そういう、何かいいよね、もっといい

よねというのは、やっぱり細かい部分に宿ってくるのかなと感じています。なので、この意見

を聞いて改善していくというところ、もしかしたら細かい部分かもしれないんですが、意見を

吸い上げて改善に向けてやっていただきたいなと思います。ＡＩＭビルは三セクですので、十

分意見が通るのかなと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

 あともう一つ、関連の要望として、ウーマンワークカフェで女性向けの創業支援があるんで

すが、予算特別委員会の中で聞いたところ、今まで創業した数を集計してこなかったというと

ころもありました。あと、コンパス小倉の創業支援とかなり似ているような、同じようなとこ

ろ、かぶっているところというのがあって、あまり違いがないなとも感じました。ウーマンワ

ークカフェに限ったことではないんですが、今北九州市は財政難で、市政変革をしていかない

といけないという課題がある中で、このようにニュアンスは違うけども、同じようなことをや

っていくのを、廃止もしくは統合もしくは縮小というのを考えていく必要があると思いますが、

その辺市長、いかがお考えでしょうか。

○主査（大石正信君）総務局長。

○総務局長 事業の重複については、来年度に向けて市政変革もあることなので、当然チェッ

クされるところではございますが、一方で、やっぱり女性自身が抱えている問題等もあると思

います。その辺も加味しながら、今後どうしていくかというのを検討し、考えていくというこ

とになると思います。以上でございます。

○主査（大石正信君）篠原委員。

○委員（篠原研治君）女性ならではの悩みが創業の中であるというふうな話も出たんですけど

も、それはコンパス小倉の中で十分事足ります。女性の意見を聞くことは、コンパス小倉の中

に行けば済むようなことでありまして、ウーマンワークカフェでやっているこの創業支援とい

うのは、ただでやっているわけではなくて、お金がかかっているわけです。そういう似たよう

な事業というのを全て取り出して、かぶっているところはしっかり統合、廃止、縮小していく

という観点で、今いろいろ大きく変革していこうとしているということですので、その辺を期

待したいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。要望して終わります。以上です。

○主査（大石正信君）進行いたします。自民未来、井上委員。
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○委員（井上純子君）私からは人件費、光熱費高騰における市政変革の推進について伺います。 

 令和４年度決算の特徴は、借金である市債発行が抑制され、貯金である財源調整用基金を積

み上げています。これだけ見ると財政状況が改善したとも評価できます。 

しかしながら、市債発行額は令和５年度の当初予算時点で大幅増額に転じており、財源調整

用基金の積み上げも国の影響による全国的な傾向であるため、他都市との相対的な評価として

は、引き続き非常に厳しい財政状況であります。また、財政状況の余力を示す指標である経常

収支比率は依然として高く、令和３年度実績でも政令市ワースト３位であり、この数値を押し

上げる要因となる義務的経費についても、コロナ給付金関連を除けば上昇傾向であります。 

 ここで社会問題となっているコロナ破綻を取り上げたいと思います。これは、コロナ明けと

ともに民間企業の倒産が増えているというものであります。コロナ禍において企業の破綻を防

ぐために、国は持続化給付金や雇用調整助成金、ゼロ融資など、あらゆる支援策を講じてきま

したが、支援が終了するとともに、生き残る企業と倒産する企業の明暗が分かれているとのこ

とであります。これは、自治体にとって人ごとではありません。 

 なぜなら、北九州市においても国からコロナを理由に大幅な財源措置がなされ、国費で補塡

できる事業も多く、自由に使いやすい新型コロナ臨時交付金も用意されました。さらに、この

臨時交付金は、後に物価高が始まると、制度の利用を拡充する形で次々と交付され続けてきま

した。その額は、令和４年度だけで53億円に上ります。 

 では、倒産しない企業にはどういった特徴があるかというと、コロナ禍において、オフィス

の解約による場の削減や、デジタル化、急激なＤＸ加速による効率化による人の削減、主に固

定費の削減に踏み込んでいます。本市の固定費を見ると、令和４年度決算では、光熱費高騰に

よる差額補塡として、追加部分だけで約11億円であります。人件費は、人事委員会勧告による

民間給与との較差が0.15％生じたことなどにより、追加負担が約７億円純増しました。さらに、

先日発表されました令和５年度の勧告では、２年連続上昇というだけではなく、較差は26年ぶ

りの水準となる0.93％生じたことなどで、追加財政負担は約15億円見込まれています。時間外

勤務手当も、一般会計で毎年20億円以上継続して発生している状況であります。 

 つまり、市が、ただ今までどおりの事業を継続するだけでは、光熱費や人件費の高騰など固

定費、義務的経費は膨らみ続け、未来への投資どころではありません。今こそ既存事業、足元

に目を向けた市政変革が必要であります。 

 そこで、市政変革、つまり行財政改革における固定費抑制に向け、一律の予算カットではな

く、事業を廃止する決断がなければ、市職員のコスト、負担は減らせません。この決断ができ

るのは武内市長だけであります。事業数削減を含めた財源捻出額の目標値が必要と考えますが、

見解を伺います。 

○主査（大石正信君）市長。
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○市長 井上純子委員から、市政変革の推進についてお尋ねがございました。 

 委員御指摘の問題意識、多く共有するところでございます。市政変革を進める上での行財政

運営上の数値目標や行動目標につきましては、その着実な実施を担保するため、今年度中に策

定予定の北九州市政変革推進プランに明記をすることとし、その旨、既に公表している北九州

市政変革の基本方針に位置づけたところでございます。 

 先ほど委員からも御指摘ありましたが、北九州市の財政状況について申し上げると、１人当

たり市債残高が20政令指定都市中最も多く、財政の健全性を表す指標である実質公債費比率や

将来負担比率が、法で定める健全化基準の範囲内にあるとはいえ、政令市の中で最下位グルー

プにあり、加えて、今後の物価高騰の影響や公共施設の老朽化対策等も踏まえると、非常に厳

しい状況であると認識して、危機感を持っております。 

 また、市政変革の取組を進める中で、私自身強く認識をしているのは、北九州市の行財政運

営が持続可能かどうかという視点を、より鮮明に意識する必要があるのではないかということ

でございます。このため、北九州市政変革の基本方針に基づき、市政変革に関する具体的な目

標については、今後整理を進めることといたしておりますが、財政の健全性と有効性の確保、

限られた財源の投入先の最適化を目指しまして、財政の模様替えを市長のトップマネジメント

の下、実現することができる仕組みの導入を図る観点から、今後議論を深めてまいります。以

上です。

○主査（大石正信君）井上委員。

○委員（井上純子君）御答弁ありがとうございます。市長に今回このような質問をしたのも、

今民間企業でも物価高に伴い人件費もついていくように上がっていって、これが後々に行政も、

公務員も上がっていくという、この固定費が自動的に上がっていく流れがあるわけです。です

から、こういった民間企業が今苦しんでいる、負担と思っている、事業変革しなければいけな

いというこの危機感を、武内市長だからこそ持っていただきたいと思って、質問させていただ

きました。 

 市長は年度当初、市長の報酬を自らカットされて、市議の報酬も減らそうとは言われていま

すが、市職員については減らさないという方針を打ち出されていますので、恐らく15億円の追

加予算がかかってくると思います。財政状況、固定費がどんどん増えて厳しいからこそなんで

すけれども、これ最後要望です。予算の模様替えといいますが、やはり目指すところは、言葉

が抽象的か直接的かの違いで、予算の再配置、削減、事業の廃止も含んで、ここは市長のトッ

プマネジメントということを期待しておりますので、しっかり市長がはっきりとこの予算をや

めよう、統合しようという言葉があれば、しっかりと進むと思いますので、そこを要望して終

わります。 

○主査（大石正信君）進行いたします。村上さとこ、村上さとこ委員。
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○委員（村上さとこ君）私からは行財政改革における公共施設マネジメントの効果についてお

伺いをいたします。

 本市は、真に必要な公共施設を健全に保有し続けるために、公共施設マネジメントに取り組

んでおります。利用ニーズが少なくなった施設の廃止などは、今後の施設の維持補修費がかか

らなくなることから、投資的経費削減の観点からも有効な方法であり、持続可能な北九州市に

向けた取組と認識しております。ここで何より大切なのは、地方自治の本旨である住民福祉の

向上を第一に、市民サービスを損なうことなく事業を進めること、また、地域住民の声を聞き、

反映し、丁寧な説明を行った上、事業を進めることであるということは言うまでもありません。

 そこで、質問です。

 令和４年度の行財政改革における公共施設マネジメントのうち、施設の廃止に係る取組実績

について見解をお伺いします。以上です。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 村上委員から施設廃止に係る取組実績についてのお尋ねがありました。 

 公共施設マネジメントの推進につきましては、北九州市は市民１人当たりの公共施設保有量

が政令市の中で最も多く、その半数以上が建築後30年を経過しており、近い将来、多くの施設

で大規模改修や更新が必要になると見込まれております。 

 そこで、公共施設に関する将来の財政負担を軽減するため、平成28年２月に公共施設マネジ

メント実行計画を策定し、公共施設の保有量の縮減や長寿命化などに取り組んできたところで

す。 

 令和４年度の公共施設マネジメントに係る実績は、市営住宅や岩ケ鼻市民プールの廃止など

により、延べ床面積につきましては7,632平方メートルの削減、管理運営費につきましては年額

で約1,000万円が削減できたところでございます。これは、令和４年度から令和７年度の４か年

で計画をしている削減面積２万6,400平方メートルの約29％に相当しております。 

 計画に沿って進めているところでございますけれども、今後ともしっかりと取り組んでまい

りたいと考えております。以上です。

○主査（大石正信君）村上さとこ委員。

○委員（村上さとこ君）ありがとうございます。公共施設マネジメントにおいては、各区の公

平や均等を念頭に、総量抑制を行っていると認識しております。そこで、施設の総量抑制とい

う観点で、同じ政令市である浜松市が来年１月、行政区を７区から３区に変更いたします。行

財政改革の一環として、この再編により公共施設の総量抑制も進むとしております。人口減少

や少子・高齢化などにより激変する社会経済状況や市民ニーズに合わせた再編であります。再

編後も工夫し、効率的で均等な市民サービスを守っていくとのことです。 

 本市においても、５市合併の歴史的沿革や市民感情、地域の社会的、経済的同一性などあり
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ますが、武内市長は公約で、しがらみを排し、挑戦する市政を掲げておられましたので、行政

区の再編に対しても何かお考えをお持ちのことと想像いたします。 

 ８月３日の市政変革推進会議でも、構成員の一人から、若者に旧５市の意識はもうないとい

う踏み込んだ意見が出たことも印象的でありました。現在、本市では、おおむね2040年を見据

えた新ビジョンや、市政変革プラン策定に向け動きが進んでおります。 

 そこで、質問です。 

 聖域なき市政改革、行財政改革を進める武内市長ですが、約20年後のこの未来に向けて、新

ビジョンや変革プランの中、現在の行政区を維持していく方針でしょうか。あるいは未来志向

で行政区再編に挑むお考えはあるでしょうか。以上、市長の見解をお伺いします。 

○主査（大石正信君）市政変革推進室長。

○市政変革推進室長 北九州行政区の再編に関する御質問でございます。

委員おっしゃったように、５市合併により成立しておりました歴史的な沿革、市民感情、地

域の社会的、経済的な同質性、それから市民生活でありますとか社会経済活動への影響が大変

大きいと考えております。そのために、行政区の再編につきましては、慎重な検討が必要であ

ると考えているところでございます。

 それから、現在進めております市政変革の取組でございますけれども、こちらについては本

市の行財政運営の在り方を変革しようというものでございまして、具体的に申し上げますと、

新たなビジョンに基づいた市政運営、財政運営の在り方の見直し、それから、自律的な経営判

断の下での事業実施を目指すものでございます。

 一方で、行政区の在り方につきましては、本市の統治機構そのものに関する事項でございま

して、市政変革の取組とは別の次元で議論すべきテーマであると認識しているところでござい

ます。以上でございます。

○主査（大石正信君）村上さとこ委員。

○委員（村上さとこ君）本市７区の行政区の人口もかなり偏在しております。そこで、まずは

区の在り方基本方針などを市民と共に検討していってはいかがかと考えております。今、社会

動態もいろいろ変わっておりまして、デジタルの推進も進んでおります。その中で、デジタル

活用でスペース削減など様々な区役所改革なども可能かと考えております。区役所は総合出先

機関であり、市民に大切な施設ではありますけれども、その中に区の再編成ということも入れ

て考えてみてもいいのではないかと思っております。

 最後に市長、一言御見解いただければと思います。

○主査（大石正信君）市長。

○市長 今の問題意識の発端が、公共施設が多いのは旧５市合併だから、７区あるから、だか

らそれを減らしたほうがいいという、そういうロジックでおっしゃっていたんだと思うんです
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が、他方で公共施設をどうするかという議論もやっていますし、また、７区をどうするか、こ

れは村上委員の一つの御見解として、それは受け止めさせていただきたいと思いますが、他方

でやはり歴史もあります。今まで培ってきた地域のつながりもあります。そうした中で、やは

りこれはまたすごく違う次元の話でありますので、そういった議論がもし喚起されることがあ

るんであれば、そういった議論も出てくるんだろうとは見ております。

○主査（大石正信君）進行いたします。若松を愛する会、本田委員。

○委員（本田一郎君）よろしくお願いします。私からはインバウンド等旅行客の受入れ体制に

ついてお尋ねします。 

 本市の観光振興について、令和４年度に改訂が進められた北九州市観光振興プランに様々な

目標や取組が掲げられていますが、今後の最も重要な課題は、インバウンド客の取り込み、受

入れであると考えます。 

 外国人旅行者が日本の旅行に求めているものは、例えば、今まで体験したことのないものを

五感で体験する、自然、建築物、食、歴史や文化、生活環境、習慣、温泉など多様であります。

また、ほとんどの旅行者は、九州全域を一つの旅行圏として捉えており、その中で本市に来て

もらうためには、他都市と連携したＰＲや、他の地域にはない本市の魅力をＰＲする等の必要

があります。 

 一方、旅行者が情報を得る手段は、ほとんどがウェブサイトからであり、次に観光案内所で

のパンフレット、地図、口コミとなっています。本市では、訪問者の多い国や地域、韓国、中

国、台湾等以外は、欧米圏と分類しており、ウェブサイトの閲覧数が多い東南アジアの国々に

目が向けられていないことが課題であると考えます。 

 これらを踏まえ、より多くの国々の旅行者に本市の魅力が伝わるよう、ウェブサイト、観光

パンフレット等について、さらなる充実を図ることが重要と考えますが、見解をお伺いいたし

ます。 

○主査（大石正信君）市長。

○市長 本田一郎委員から、インバウンド等旅行客の受入れに関して、ウェブサイト、観光パ

ンフレットについてお尋ねがございました。 

 インバウンドにつきましては、市内観光消費額の増加はもとより、関連する事業者の雇用創

出など、北九州市の経済活性化のために重要であると認識をしております。 

 こうした中、北九州空港、福岡空港等から入国する外国人観光客は、韓国や台湾、東南アジ

アなどを中心に様々な国、地域から訪れており、そうした外国人観光客の受入れに当たりまし

ては、各国の言語で情報をしっかり伝えることが重要でございます。こうしたことから、北九

州市では観光の魅力を発信するウェブサイト、ぐるリッチ！北Ｑ州におきまして、英語、中国

語、韓国語、タイ語など７つの言語での情報発信を行うとともに、観光パンフレットについて
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も同様の対応を行っているところであります。 

 一方、現在のぐるリッチ！北Ｑ州につきましては、外国人観光客から、観光関連の情報量が

多く、欲しい情報に容易にたどり着けない、外国語表記のさらなる充実を図ってほしいなどの

意見もあることから、外国人観光客の目線に立ち、再構築を検討することとしております。 

 インバウンド誘致に当たりましては、北九州市の魅力をしっかりと外国人観光客に届けると

ともに、これまでの発想の延長線だけでなく、広域的な視点で面として売り込むなど、戦略的

に取り組んでいきたいと考えております。 

 委員御指摘のとおり、国によってもどういう部分が刺さるのかというのは、またちょっと違

ったり、年齢によっても違ったりしまして、うちの市役所にいる韓国人のスタッフなんかに聞

くと、パン屋の多さとか、その辺が韓国の20代、30代の女性には刺さるとか、いろいろセグメ

ントといいますか、層によってもまた違うんで、単に一つのパンフレットを翻訳してみんなに

配ればいいかというようなことへの問題意識とか観点、そういうのも大切にして、やっぱり国

ごとにしっかりターゲティングしてやっていく、そういう発想も大切にしていきたいなと思い

ます。 

○主査（大石正信君）本田委員。

○委員（本田一郎君）御丁寧な御答弁ありがとうございます。 

 市内には10数社の旅行業者があるんですけれども、今回私が調査したのは、その中でも比較

的小規模の旅行会社の調査でありまして、今市長もおっしゃられたように、ぐるリッチ！北Ｑ

州等のサイトも、また新たに再構築していく必要があると思います。私も福岡市とか長崎市の

英語表記のパンフレットを拝見させていただいたんですけれども、一表で市内が分かるような

ところもありまして、それが北九州市にはなくて、例えばこちらが糸島だとか、こちらがどこ

どことかというふうな形なんですけども、北九州の場合は例えば北海岸、門司のレトロ、それ

から、河内とか皿倉とか、一表でまず読み取れるようなものがあればというふうなこともおっ

しゃっていました。 

 今、外国人旅行客の方も、２割程度はまだ紙ベースのものを必要としているということです。

それから、市長の得意な分野でもあろうかと思いますけれども、他都市との交流、広域連携を

図って、九州を面と捉えて、空港やその主要な駅、観光サービス、窓口になっているところに、

そういったすてきな内容が詰まったものを設置していただくということは、今どこまで取組を

されているか、ちょっとお尋ねします。

○主査（大石正信君）産業経済局長。

○産業経済局長 北九州市の観光地全体をふかんできるような外国語版といいますと、英語、

韓国語、中国語版でＦＯＣＵＳというイラストマップがあるんです。これが十分かどうかとい

う議論もあるんですけれども、今年度、在住の外国人にいろんな意見を聞いたり、いろんなこ
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とをやっています。そういった中でもこういう議論を進めて、これからアクションプランなど

の中で、先ほど市長も広い面でという話をさせていただきましたけれども、広域でしっかりと

対応できるように、この地図やパンフレットも含めて、先ほどぐるリッチ！北Ｑ州の見直しの

話もさせていただきましたように、しっかりと外国人の方が北九州市の情報にアクセスできて、

楽しんでいただけるようにするにはどうしたらいいかという視点で議論を深めてまいりたいと

考えております。以上でございます。

○主査（大石正信君）以上で市長質疑を終わります。

 次回は９月27日午前10時から第６委員会室で分科会報告の取りまとめを行います。 

 本日は以上で閉会いたします。 

      令和４年度決算特別委員会 第１分科会 主 査  大 石 正 信  ○印

副主査  三 宅 まゆみ  ○印


